
 
 

●日本学術会議の運営に関する内規 
 

                  平 成 １ ７ 年 １ ０ 月 ４ 日               

                     日本学術会議第１回幹事会決定 

 

 日本学術会議の運営に関する内規を、次のとおり定める。 

日本学術会議の運営に関する内規 

 

   第１章 総則 

 

 （総則） 

第１条 日本学術会議（以下「学術会議」という。）の運営に関する事項は、日本学術会

議会則（平成１７年日本学術会議規則第３号。以下「会則」という。）及び日本学術会

議細則（平成１７年日本学術会議第１４６回総会決定。以下「細則」という。）に定め

るもののほか、この内規の定めるところによる。 

 

   第２章 職務 

 

 （勧告等の手続） 

第２条 部、委員会、分科会又は若手アカデミー（以下「分科会等」という。）が意思の

表出を行うことを希望する場合、検討課題、意思の表出の種類その他の別に幹事会が定

める事項を科学的助言等対応委員会に提出することとする。 
２ 分科会等の長が勧告、要望、声明、提言（以下「勧告等」という。）を行うことを希

望する場合、勧告等の骨子を科学的助言等対応委員会に提出することとする。 

３ 科学的助言等対応委員会は、提出された検討課題、意思の表出の種類及び勧告等の骨

子について、内容の適切性及び過去１０年間に行われた意思の表出との関連等について

検討し、提出者に助言を行う。 

４ 勧告等を行ってから５年間その内容が実現されていない勧告等に関しては、必要に応

じ、再度、勧告等を行うことができる。 

５ 提出者は、第３項の助言に基づき勧告等の案を作成の上、査読を経て、総会又は幹事

会の承認を得なければならない。 

６ 勧告等の手続に関し必要な事項は、別に幹事会が定める。 
（３２０幹・一部改正） 

 （見解及び報告の手続） 

第３条 分科会等が見解又は報告（以下「見解等」という。）を発表する場合、別表第１に

掲げる区分のとおり承認を得なければならない。                    

２ 地区会議は、科学者委員会に、科学者委員会を表出主体とする見解等の案を提案する

ことができる。  

３ 前項の案が科学的助言等対応委員会において承認された場合は、地区会議が提案した

旨を記載することとする。 

４ 見解等の手続に関し必要な事項は、別に幹事会が定める。 



 

    （５５幹・１１９幹・１３３幹・１６３幹・１６９幹・２１７幹・３２０幹・一部改正） 

 （外部からの要望の処理） 

第４条 外部（外国を含む。）より要請がなされた場合、請願法（昭和２２年法律第１３

号）に基づき、これを処理する。 

 （主催区分） 

第５条 学術会議が講演会、シンポジウム等を主催する場合は、別表第２の区分によって

行う。 

２ 講演会、シンポジウム等の主催に関する幹事会の議案の様式は、別表第３のとおりと

する。 

３ 開催主体の名義使用に当たっては、「日本学術会議」名を付すものとする。 

４ 講演会、シンポジウム等の開催後、その概要についておおむね１か月以内に報告する。

報告の様式は、別表第４のとおりとする。 

    （７９幹・３２０幹・３３１幹・一部改正） 

 

第３章 会員又は連携会員の候補者の推薦 

 

 （会員候補者及び連携会員の候補者の推薦等） 

第６条 会員又は連携会員（会則第７条第１項に基づき任命された連携会員を除く。以下

この条において同じ。）による会員候補者及び連携会員候補者の推薦は、別に幹事会が

定める様式により、行うこととする。 

２ 前項の推薦の期間は、推薦を受け付ける期間として選考委員会が公表する期間とする。 

３ 第１項の推薦の効力は、前項の推薦を受け付ける期間の終了日の翌日から３年間とす

る。 

４ １人の会員又は連携会員が推薦できる人数は、第２項の推薦を受け付ける期間中、会

員候補者及び連携会員候補者について、合わせて５人を限度とし、このうち会員候補者

は２人を限度とする。 

５ 選考委員会は、会則第８条第２項の連携会員の候補者の名簿を作成するに当たり、会

員経験者に関する情報をも収集するよう努めるものとする。 

    （９幹・３４幹・１０９幹・一部改正） 

 （会則第７条第１項に基づく連携会員の候補者の選考の手続） 

第６条の２ 会則第７条第１項に基づく連携会員の候補者の選考の手続は、次のとおりと

する。 

 (1) 各部は、分野別委員会の特定の専門的事項の審議に参画させる必要があると認める

者を、会則第７条第１項に基づく連携会員の候補者として別に幹事会が定める様式に

より、幹事会に推薦する。 

 (2) 副会長及び各部は、国際業務又は分野別委員会を除く委員会の特定の専門的事項の

審議に参画させる必要があると認める者を、会則第７条第１項に基づく連携会員の候

補者として別に幹事会が定める様式により、幹事会に推薦する。ただし、幹事会が別

の会議を定める場合は、その会議が上記の推薦を行う。 

 (3) 幹事会は、当該候補者を国際業務に参画させる必要があると認めた場合又は第１２

条第１項第３号及び第２項第５号により当該専門的事項の審議が行われる委員会の

委員として選考した場合に限り、会則第８条第５項の連携会員の候補者として決定す



 

ることとする。 

    （９幹・追加、１７８幹・２２０幹・一部改正） 

 

   第４章 幹事会 

 

 （議案の提出） 

第７条 幹事会への議案の提出者は、次のとおりとする。 

(1) 会長 

(2) 副会長 

(3) 部長 

(4) 常置又は臨時の委員会及び幹事会の附置の委員会の委員長 

(5) 発議者を含めた５人以上の会員 

２ 議案の提出は、副会長、議案の内容に関連する分野を調査及び審議する部及び委員会

の長と協議の上、行わなければならない。 

３ 前項の協議の結果、議案を共同提案とすることを妨げない。 

４ 議案の提出者は、幹事会開催の１４日前までに会長に議案を提出することとする。た

だし、緊急の場合は、この限りでない。 

５ 会長は、前項に基づき提出された議案を幹事会に付議する。 

    （２１７幹・一部改正） 

 （報告の手続） 

第８条 幹事会に報告する案件を有する会員及び連携会員（本条において「報告者」とい

う。）は、原則として幹事会開催の７日前までに会長に案件の内容を提出することとす

る。 

２ 幹事会での報告は、報告者が行う。 

 （提出資料の様式） 

第９条 議案及び報告のための提出資料の様式については、細則第７条の規定を準用する。 

 

   第５章 委員会 

 

 （委員会の委員） 

第１０条 委員会の委員は、会員又は連携会員であることを要する。ただし、分野別委員

会の委員長は、会員でなければならない。 

    （６４幹・一部改正） 

 （臨時の委員会の設置） 

第１１条 臨時の委員会は、幹事会が定めるところにより設置する。 

２ 課題別委員会は、審議が必要な課題が認められた場合に、３年を限度として時限設置

する。 

３ 課題別委員会の設置に関する議案の様式は、別表第５のとおりとする。 

４ 各々の課題別委員会に関し必要な事項は、幹事会が定める。 

    （７９幹・３２０幹・３３１幹・一部改正） 

 （委員会の委員の委嘱の手続） 

第１２条 分野別委員会の委員の委嘱の手続は、次のとおりとする。 



 

(1) 会長は、委員の候補者を、別に幹事会が定める様式により幹事会に推薦するよう、

各部に依頼する。 

  (2) 各部は、会長の依頼を受け、委員の候補者を幹事会に推薦する。 

(3) 幹事会は、各部からの推薦に基づき委員を選考し、その結果を会長に回答する。 

(4) 会長は、前号の回答に基づき、委員に委嘱する。 

２ 分野別委員会を除く委員会の委員の委嘱の手続は、別に幹事会が委員会を構成する者

を定める場合にはそれに従い、その他の場合には次のとおりとする。 

(1) 会長は、委員の候補者の推薦を、副会長及び各部に依頼する。 

(2) 副会長及び各部は、会長の依頼を受け、委員の候補者を、会長に推薦する。ただし、

幹事会が別の会議を定める場合は、その会議が上記の推薦を行う（以下この条におい

て同じ。）。 

(3) 前号の規定による副会長及び各部の推薦とは別に、会長は、必要に応じ、会員及び

連携会員に対して委員の候補の募集を実施することができる。 

(4) 会長は、第２号の規定による副会長及び各部の推薦、前号の規定による募集の結果

及び別に幹事会が定めるところにより会長が委員会を構成する者を指名することと

されている場合における選定の結果を踏まえ、委員の候補者を、別に幹事会が定める

様式により、幹事会に推薦する。 

(5) 幹事会は、会長の推薦に基づき委員を選考し、その結果を会長に回答する。 

(6) 会長は、前号の回答に基づき、委員に委嘱する。 

３ 委員会の委員を追加する場合においては、第１項第１号及び第２号並びに前項第１号

及び第２号の規定にかかわらず、委員会が追加する委員の推薦を各部（前項の委員会の

場合は副会長及び各部）に依頼することとする。 

    （９幹・１４６幹・１７８幹・２２０幹・一部改正） 

 （分科会の構成員） 

第１３条 分科会は、別に幹事会が定めるところにより、置くこととする。 

２ 分科会の構成員には、その分科会が置かれる委員会の委員以外の会員又は連携会員を

含めることができる。 

 （複数の分野別委員会の共同により置かれる分科会） 

第１４条 分科会は、複数の分野別委員会により共同して置かれることを妨げない。 

 （小分科会） 

第１５条 科学者委員会及び国際委員会の分科会に、別に幹事会が定めるところにより、

小分科会を置くことができる。 

２ 小分科会の構成員には、その小分科会が置かれる分科会の構成員以外の会員又は連携

会員を含めることができる。 

    （２２６幹・一部改正） 

 （小委員会） 

第１６条 常置又は臨時の委員会の分科会に、別に幹事会が定めるところにより、小委員

会を置くことができる。 

２ 小委員会の委員には、その小委員会が置かれる分科会の構成員以外の者を含めること

ができる。 

３ 当分の間、小委員会の委員に対する手当及び旅費は支給しない。 

    （１８４幹・一部改正） 



 

 （分科会等の長の選出の方法） 

第１７条 分科会、小分科会及び小委員会（以下「分科会等」という。）の長は、分科会

等の構成員の互選により選出する。 

 （分科会等の委員） 

第１８条 会則第２８条第１項及び第２項並びに第６条の２及び第１２条の規定は、分科

会等に準用する。この場合において、第１２条第１項第１号及び第２号中「会長」とあ

るのは、「その分科会が置かれる委員会（小分科会及び小委員会の場合はその小分科会

又は小委員会が置かれる分科会）」と読み替えるものとする。また、複数の分野別委員

会により共同して置かれる分科会の場合は、第１２条第１項第１号及び同条第３項に定

める各部への推薦の依頼は、原則として主体となる委員会において行うものとする。 

    （９幹・１９０幹・一部改正） 

 （分科会等の議長） 

第１９条 分科会等の長は分科会等の議長となり、議事を整理する。 

（分科会等の招集） 

第１９条の２ 分科会等は、分科会等の長が招集する。ただし、初回の分科会等は、常

置の委員会の分科会等については、その分科会等が置かれる委員会の長が招集し、臨

時の委員会及びその他の分科会等については、会長が招集する。 

    （２３４幹・追加） 

 （分科会等の会議） 

第２０条 分科会等の会議については、法第２４条第１項及び第２項並びに会則第１８条

（第１項及び第５項を除く。）及び第２２条の規定を準用する。 

 

   第６章 会議 

 

 （定足数） 

第２１条 法第２４条第３項並びに会則第２６条及び第３１条並びに前条において準用す

る法第２４条第１項の規定の適用については、海外赴任者（海外に居所を有し、現に海

外に在る者）、出張者、災害、不測の事故又は健康上の理由で出席できない者を、構成

員の四分の一を上限として除外する。 

    （３０幹・６４幹・一部改正） 

（幹事会における定足数の特別の定め） 

第２１条の２ 会則第２６条において準用する法第２４条第１項の規定の適用については、

各部から１人以上の委員の出席がなければならない。 

    （５８幹・追加） 

 （公開の手続） 

第２２条 細則第９条の規定は、部会、連合部会、幹事会、委員会及び分科会等（以下「部

会等」という。）に準用する。 

 （議事要旨） 

第２３条 部会等の議長（議長が指名した者を含む。）は、部会等を開催した場合は、議

事要旨を作成し、次回の部会等において承認を得るものとする。 

２ 議事要旨には、会議の名称、開催日時、開催場所、出席者、議事概要その他必要と認

められる事項を記載するものとする。 



 

３ 議長は、部会等において承認を得た後、議事要旨を閲覧に供する。 

４ 会則第２２条並びに会則第２６条及び第３１条並びに第２０条で準用する会則第２２

条の議決を行った場合、議長は、速やかにそれを証する書面を作成し、第１項の議事要

旨に代えなければならない。 

 （傍聴者の遵守事項） 

第２４条 部会等の傍聴については、日本学術会議傍聴規則（昭和６１年日本学術会議規

則第１号）第２条から第９条までの規定を準用する。 

 （幹事会への報告） 

第２５条 部及び委員会の長は、部会、連合部会、委員会及び分科会等を開催したときは、

当該会議における議題及び審議の概要を幹事会に報告するものとする。 

 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この決定は、決定の日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 第６条第４項の規定にかかわらず、平成１７年１２月１６日までの間において会

員が行う連携会員の候補者の推薦に限り、５人までの連携会員の候補者を推薦すること

ができるものとする。 

２ 前項の規定により推薦を行う場合の推薦手続については、第６条第１項の規定を準用

する。 

３ 第１項の規定により推薦を行う場合の推薦の効力については、平成２３年３月３１日

までとする。 

    （５幹・追加、３４幹・一部改正） 

第３条 第６条第４項及び前条第１項の規定にかかわらず、平成１８年３月２３日から平

成１８年５月１０日までの間において会員又は連携会員が行う連携会員の候補者の推薦

に限り、５人までの連携会員の候補者を推薦することができるものとする。 

２ 前項の規定により推薦を行う場合の推薦手続については、第６条第１項の規定を準用

する。 

３ 第１項の規定により推薦を行う場合の推薦の効力については、平成２３年３月３１日

までとする。 

    （１０幹・追加、３４幹・一部改正） 

 

附 則（平成１７年１１月２４日日本学術会議第５回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成１８年２月２３日日本学術会議第９回幹事会決定） 

 この決定は、日本学術会議会則の一部を改正する規則（平成１８年日本学術会議規則第

１号）の施行の日から施行する。 

   （施行の日＝平成１８年２月２８日） 

 

附 則（平成１８年３月２３日日本学術会議第１０回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 



 

 

附 則（平成１８年１２月２１日日本学術会議第３０回幹事会決定） 

 この決定は、平成１８年１０月１日から適用する。 

 

附 則（平成１９年３月２２日日本学術会議第３４回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成１９年５月２４日日本学術会議第３８回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２０年４月７日日本学術会議第５５回幹事会決定） 

 この決定は、日本学術会議会則の一部を改正する規則（平成２０年日本学術会議規則第

１号）の施行の日から施行する。 

  （施行の日＝平成２０年５月７日） 

 

附 則（平成２０年６月２６日日本学術会議第５８回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２０年９月１８日日本学術会議第６４回幹事会決定） 

 この決定は、平成２０年１０月１日から施行する。 

 

附 則（平成２１年６月２５日日本学術会議第７９回幹事会決定） 

 この決定は、平成２１年７月１日から施行する。 
 

附 則（平成２２年１０月２１日日本学術会議第１０９回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２３年４月５日日本学術会議第１１９回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２３年９月１日日本学術会議第１３３回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２３年１２月２１日日本学術会議第１４２回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２４年２月２０日日本学術会議第１４６回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２４年１０月２６日日本学術会議第１６３回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 



 

附 則（平成２５年２月２２日日本学術会議第１６９回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２５年９月２４日日本学術会議第１７８回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２５年１２月１７日日本学術会議第１８４回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２６年３月２０日日本学術会議第１９０回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２７年８月２８日日本学術会議第２１７回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２７年１０月３０日日本学術会議第２２０回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２８年３月２４日日本学術会議第２２６回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２８年６月２４日日本学術会議第２３０回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２８年９月１６日日本学術会議第２３４回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（平成３１年４月２４日日本学術会議第２７７回幹事会決定） 

 この決定は、元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行の日から施行する。 

 

附 則（令和３年９月３０日日本学術会議第３１６回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（令和３年１２月２４日日本学術会議第３２０回幹事会決定） 
この決定は、日本学術会議会則の一部を改正する規則（令和３年日本学術会議規則第１ 

号）の施行の日（令和４年１月１日）から施行する。 
 

附 則（令和４年３月２４日日本学術会議第３２３回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（令和４年９月２８日日本学術会議第３３１回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日の翌日から施行する。ただし、講演会、シンポジウム等の開催後



 

の報告に関する改正は、この決定の施行後に決定した講演会、シンポジウム等について適

用し、この決定の施行前に決定した講演会、シンポジウム等については、なお従前の例に

よる。 

 



 

別表第１（第３条関係）（３２０幹・追加） 
種類 表出主体 承認を得る委員会 

見解 分科会等 科学的助言等対応委員会 
報告 部 科学的助言等対応委員会 

分野別委員会 所属する部 
課題別委員会、機能別委員会、幹事会

附置委員会 
科学的助言等対応委員会 

若手アカデミー 科学的助言等対応委員会 
部に置かれる分科会 所属する部 
分野別委員会に置かれる分科会 所属する部 
分科会（部に置かれる分科会及び分野

別委員会に置かれる分科会を除く。） 
分科会が置かれる委員会 

 

 

 

別表第２（第５条関係）（７９幹・１４２幹・２３０幹・一部改正、３２０幹・旧別表第１繰下） 

開催の主体 内容 決定機関 承認 実施機関 備考 

学術会議 人文・社会科学

及び自然科学に

係る問題又は重

要な審議課題で

、学術会議が主

催するにふさわ

しいもの 

幹事会(第

７条第１項

に規定する

者が議案を

提出) 

 学術会議  

部 部の所掌に関す

る事項で、審議

の結果に基づく

もの又は審議の

促進に資するも

の 

部 幹事会の承認を要す

る (部長が議案を提

出) 

部  

委員会又は分

科会 

委員会又は分科

会の所掌に関す

る事項で審議の

結果に基づくも

の又は審議の促

進に資するもの 

委員会 分野別委員会及び分

科会については関係

部及び幹事会の承認、

それ以外の委員会及

び分科会については

幹事会の承認を要す

る (委員会の長が議

案を提出。分科会の場

合も所属する委員会

委員会又

は分科会 

 



 

の長が議案を提出し、

承認されることを要

する。) 

若手アカデミ

ー又は若手ア

カデミー分科

会 

若手アカデミー

又は若手アカデ

ミー分科会の所

掌に関する事項

で審議の結果に

基づくもの又は

審議の促進に資

するもの 

若手アカデ

ミー運営分

科会 

幹事会の承認を要す

る（若手アカデミー運

営分科会の長が議案

を提出） 

若手アカ

デミー又

は若手ア

カデミー

分科会 

 

地区会議 学術会議諸機関

の審議の結果に

基づくもの及び

地区会議活動の

活性化に資する

もの 

科学者委員

会 

幹事会の承認を要す

る（科学者委員会の長

が議案を提出) 

地区会議  

 



 

別表第３（第５条関係）（７９幹・追加、２４５幹・一部改正、２７７幹・一部改正、３１６幹・

一部改正、３２０幹・旧別表第２繰下、３２３幹・一部改正、３３１幹・一部改正） 

                        令和  年  月  日 

 

日本学術会議会長 殿 

 

講演会、シンポジウム等主催提案書 

○○○○○○○○○○の開催について 

 

１．提案者  

 

２．議 案 標記シンポジウムを下記のとおり開催すること。 

 

記 

 
１．主 催： 

 

２．共 催：（該当のある場合） 

 

３．後 援：（該当のある場合） 

 

４．日 時：令和 年 月 日（ ）： ～ ： 

 

５．場 所：  

  （日本学術会議講堂と併せて会議室を使用する場合は、会議室数及び使用

目的を必ずご記入ください。） 

 

６．一般参加の可否： 

   可の場合は、一般参加者の参加費の有無： 

   （参加費を徴収する場合は主催として認められません。） 

   不可の場合は、その理由： 

 

７．分科会等の開催：（該当のある場合） 

 

８．開催趣旨： 

 

 

 

 

 

 



 

９．次 第： 

主催する委員会等の委員の複数が挨拶又は報告・講演等を行うことが必要です

（但し、学術会議の目的に照らして極めて重要な講演会等であって、委員会等

ではなく学術会議が主催する講演会等については、挨拶等は一人で足ります）。 

該当する報告・講演等については、下線を引いてください。 

登壇者等の多様性も十分に考慮してください。特に、登壇者や発言者等が２人

以上いる場合、その「性別に偏りがないよう努めて」ください。 

 

１０．関係部の承認の有無： 

 

１１．関係する委員会等連絡会議の有無 

   （有の場合は、関係する委員会等連絡会議の名称） 

 

（下線の講演者等は、主催委員会（分科会）委員） 



 

別表第４（第５条関係）（３２０幹・追加） 
講演会、シンポジウム等の概要について（事後報告） 

 
１ 名 称：○○○○○○○○○○ 
 
２ 日本学術会議側の主催者：○○○委員会○○○分科会 
 
３ その他の主催団体等： 
  ・主催：○○○学会 
  ・後援：○○○大学 
 
４ 開催日時：令和○○年○月○日（○） ○時○分～○時○分 
 
５ 開催場所：○○○○○○○○○○ 
 
６ 開催趣旨： 
  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○ 
 
７ 参加人数： 
  講演者等：○○名 
  その他の参加者：○○○名 
 
８ 特記事項： 
  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○ 
  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○ 
 
  ※「特記事項」欄には、下記のようなことで、当該シンポジウム等の開催

による成果として特記すべき事項があれば、簡潔に記載。また、『学術

の動向』への関連記事の掲載希望があれば、その旨を併せて記載 
    ①メディアによる取材・報道等の状況 
    ②委員会等の審議活動（意思の表出を含む。）への反映 
    ③共同主催団体等における事後の取組 
 
  ※記載はＡ４用紙で１枚以内とし、その他必要があれば関連資料等を添付 
 
 



 

別表第５（第１１条関係）（３８幹・一部改正、７９幹・旧別表第２繰下、２１７幹・一部改正、

２７７幹・一部改正、３２０幹・旧別表第３繰下、３３１幹・旧別表第４繰下） 

 

令和  年  月  日 

日本学術会議会長 殿 

 

課題別委員会設置提案書 

  日本学術会議が科学に関する重要課題、緊急的な対処を必要とする課題に

ついて審議する必要があるので、日本学術会議の運営に関する内規第１１条

第１項の規定に基づき、下記のとおり課題別委員会の設置を提案します。 

 

記 

 

１ 提案者（※ 設置提案者は、会長、副会長、部長、既存の委員長又は５名以

上の会員） 

 

２ 委員会名（仮称） 

 

３ 設置期間 令和 年 月 日から令和 年 月 日まで 

 

４ 課題の内容 

(1) 課題の概要 

(2) 審議の必要性と達成すべき結果 

(3) 日本学術会議の過去（又は現在）の関連する検討や報告等の有無（※ 有

の場合、それを受けて提案する委員会でどのような審議をするか） 

(4) 政府機関等国内の諸機関、国際機関、他国アカデミー等の関連する報告等

の有無（※ 有の場合、その名称、発出元、公表年、及びそれを受けて提

案する委員会でどのような審議をするか） 

(5) 各府省等からの審議要請の有無（※ 有の場合、具体的に） 

 

５ 審議の進め方 

(1) 課題検討への主体的参加者 

(2) 必要な専門分野及び構成委員数（各部別の委員概数を含む） 

(3) 中間目標を含む完了に至るスケジュール 

 

６ その他課題に関する参考情報(※ 分科会を設置する場合は名称、役割、構

成委員数) 

  


